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県南保健所で経験した喀痰塗抹陽性患者２事例から考える保健所の結核対策について 

    県南健康福祉センター    ○上野 和沙、関川 知也、髙橋 雅博、岡田佑衣子 

奥山 啓子、中野 真希、吉川 実里、伊藤 翔子 

                              大塚 美幸、関口 昌代、中村 剛史 

            保健福祉課        大橋 俊子 

 

１ はじめに 

令和３年の全国の全結核罹患率は人口

10 万人対 9.2 となり、初めて日本は世界

保健機構（WHO）が定める分類で「低まん

延国（全結核罹患率 10.0 未満）」となっ

た。県南保健所（以下当所という）管内に

おける令和３年の全結核罹患率は 9.3 であ

り、全国とほぼ同等の値であるが、栃木県

の全結核罹患率 7.9 と比較すると高い状況

にある。また、当所管内では近年「肺結

核」で新規登録された患者のうち喀痰塗抹

陽性の割合が 51〜57％であり、全体の半

数以上を占めている。喀痰塗抹陽性の結核

患者は排菌量が多く感染性が高いため、患

者発生時には積極的疫学調査による接触者

の把握、接触者健診の検討・実施が重要で

あるが、喀痰塗抹陽性となる前に患者を早

期発見し、地域へのまん延や患者の重症化

を防ぐことも重要である。 

このような背景の中で、今回、令和４年

度に「肺結核」で新規登録となった喀痰塗

抹陽性患者のうち、登録時にはすでに肺に

空洞を伴う病変があり、日本結核病学会病

型分類で示す病型（以下、病型という）が

「bⅡ3」であった２事例から、保健所の結

核対策について考察したので報告する。 

２ 事例の概要 

【事例１：入国から４ヶ月後に診断され 

 喀痰塗抹 G９号を検出した外国籍患者】 

 20 代男性、ネパール出身。診断の４ヶ

月前に入国し、日本語は全く話せない。診

断の１ヶ月前から咳や痰、発熱、倦怠感、

食欲不振等の症状が出現。入国直後は他県

で生活していたが、症状出現後すぐに当所 

 

＜表１ 事例１の経過表＞ 

 患者の経過 

診断４ヶ月前 ・ネパールから日本へ入国 

診断１ヶ月前 ・症状（咳、痰、発熱、倦

怠感、食欲不振）出現 

・当所管内へ転入 

・複数の医療機関を受診す

るも診断つかず 

診断時 ・紹介された病院で結核と

診断される 

・勧告入院 

管内へ知人を頼って転入した。知人ととも

に、管内の医療機関を複数受診するも原因

不明であり、最初の受診から約３週間後に

紹介受診した病院で、喀痰塗抹 G9号、TB-

PCR 陽性の肺結核（病型 bⅡ3）と診断され

る。診断後勧告入院となった。この患者

は、入国後に住民健診や職場健診を受ける

機会はなかった。 

【事例２：受診の遅れから患者が死亡、   

 同居家族３名に感染が広がった事例】 

 40 代男性、自営業。母、妻、子との４

人暮らし。診断の約３ヶ月前から倦怠感出

現、診断の１ヶ月前から 10kg の体重減少

あり。喫煙歴があり、咳や痰の症状は昔か

ら出ていた。病院嫌いのためしばらく受診

せずに様子を見ていたが、呼吸苦が出現し

近くの病院を受診。直ちに他の病院を紹介

され、喀痰塗抹 G２号、TB-LAMP 陽性の肺

結核（病型 bⅡ3）と診断され、同時に糖

尿病であることも判明した。診断後は勧告

入院となったが、入院から１週間ほどで気

胸・多臓器不全をおこし意識レベル低下。

診断から約１ヶ月後に死亡した。なお、こ

の患者は胸部レントゲン検査を長期間受検

していない状況であった。 
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 ＜表２ 事例２の経過表＞ 

 患者 B 母 妻 子 

診断３

ヶ月前 

･症状（倦怠 

感）出現 
   

診断２

ヶ月前 

･10kg の体重 

減少 
   

診断時 ・紹介され

た病院

で、結核

と診断さ

れる 

・勧告入院

後、1 週で

容態悪化 

   

診断１

ヶ月後 
･死亡 ･QFT 検査実施、母・

妻・子、全員の陽性

が判明  

･肺結

核の

治療

開始 

･LTBI

治療

開始 

･LTBI

治療

開始 

最終接触から約１ヶ月後に実施した接触

者健診では、同居家族３名の QFT 陽性が判 

明。患者の母親は発病していることが分か

り肺結核として治療開始。妻と子は LTBI

治療が開始された。 

３ 考察 

 病型「bⅡ3」とは、肺の両側に空洞を伴

う病変があり、病巣が一側肺野面積を超え

ているものである。肺結核は進行具合によ

って画像所見が異なり、進行すると病巣が

空洞を形成し、浸潤影の拡大等が認められ

る１）。また、胸部レントゲン検査で空洞性

病変を認める肺結核患者は、相対的に感染

性が高いと言われている２）。今回取り上げ

た２事例は、空洞を有し病巣の拡がりも大

きいため、結核が進行してから診断され、

接触者への感染リスクも高い状況であった

と考えられる。 

【事例１から考えられる課題】 

１）言語の課題 

この患者は日本語が全く話せず一人では医

療機関を受診できなかったため、日本語が

話せる知人に連れられて初めて医療機関を

受診している。頼れる者がいない場合に

は、更に受診が遅れた可能性もある。 

２）健康診断未受診 

入国後まもなく無職であるため、職場等で

健康診断、胸部レントゲン検査を受検する

機会がなく、早期発見が遅れた可能性も考

えられる。 

３）診断の遅れ 

患者は、最初に受診した医療機関で「原因

不明」と言われており、２件目に受診した

医療機関から紹介された病院でやっと結核

の診断を受けている。先に受診した医療機

関で結核が疑われていれば、より早期から

治療につながったと考える。 

【事例１から考える保健所の結核対策】 

１）言語の課題に関する取り組み 

言語の課題から受診が遅れることのないよ

う、結核の症状や受診の方法、医療機関の

情報について多国籍語でまとめ、保健所の

ホームページ等に掲載し、外国籍の方がイ

ンターネット上でアクセスしやすい環境を

整える等の対策が考えられる。 

２）健康診断の受検への取り組み 

外国人肺結核の治療成績と背景因子につい

て検討した津田ら３）は、健診機会の少な

い非正規労働者や主婦、無職の者などへ健

診受診を促していくことが患者発見におい

て重要だと述べている。保健所の対応とし

て、市町や国際交流協会等と連携し、外国

籍の住民に対して健康診断の重要性を周知

していくことが考えられる。 

３）診断の遅れへの取り組み 

医療機関において診断の遅れが生じること

がないよう、保健所の対応として、地域の
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医療機関へ結核を中心とした感染症研修会

等を開催し、結核等の知識の向上や、診断

技術の向上を図ることが必要だと考える。 

【事例２から考えられる課題】 

１）健康への関心の低さ 

結核は早期発見・早期治療により治癒する

疾患であるが、この患者は病院嫌いから数

ヶ月間症状を我慢し、受診が遅れたことが

重症化の原因になったと考えられる。ま

た、結核の発見が遅れたため同居家族の暴

露期間が長くなり、同居家族全員が結核菌

に感染、うち１名が発病する結果になった

と推測される。 

２）胸部レントゲン検査未受検 

吉山ら４)は、検診歴（胸部レントゲン検

査）のある者では受診が遅れる期間が短

く、画像上軽症で発見されたと述べてい

る。この患者は自営業を営み、積極的に健

康診断を受検しておらず、胸部レントゲン

検査を受ける機会がなかった。胸部レント

ゲン検査は、労働安全衛生法に基づく健康

診断の他、40歳以上を対象に実施される

肺がん検診や、感染症法に基づき 65 歳以

上の住民に対して実施される定期健康診断

で受検する機会があるが、自営業の方では

各種健康診断を受検しない方が一定数いる

と推測される。さらに健康に関する意識の

低い者は、受検できる環境があっても受診

行動が起こりにくい可能性がある。 

【事例２から考える保健所の結核対策】 

１）健康への関心が低い方への取り組み 

保健所として、「結核の病態・重症化した

際の危険性」や、「定期健康診断を年に１

回受検することの重要性」を、健康への関

心が低い住民に対しても普及啓発できるよ

うな取り組みが必要だと考える。青山ら 5）

は、受診行動を起こさせるためには、患者

が結核の病態と早期受診についての知識を

習得する必要があると述べている。そのた

め、管内市町の健康づくり主管課と連携し

て、健康教育の実施や、住民健診案内を送

付する際に結核に関する情報提供を行うこ

とも有効だと考えられる。しかし、健康へ

の意識が低い者が、健康教育等の場に参加

することは考えにくく、保健所でも結核予

防週間等を活用し、商業施設等多くの人が

利用する場所で結核についての普及啓発を

行う他、商工会議所等の職域関係機関と連

携し、事業者を対象に普及啓発を行うこと

も有効だと考える。商工会議所では、所属

する会員企業に対して定期健康診断の斡旋

等を行っているため、自営業の者へのアプ

ローチにもつながると考える。 

４ おわりに 

 結核は、まん延防止や患者の重症化を防

ぐため、早期発見・早期治療が重要であ

る。発症後の対応のみならず、本事例を通

して必要だと考えられた予防的取り組みを

実施し、市町や事業所、医療機関等との

日々の関わりの中で、結核に関する知識を

周知していけるよう取り組んでいきたい。 
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県南保健所の性感染症検査における梅毒の受検動向について 

 

栃木県県南保健所         ○吉川 実里  奥山 啓子  髙橋 雅博  関川 和也 

(県南健康福祉センター)        岡田佑衣子  中野 真希  上野 和沙  伊藤 翔子 

大塚 美幸  関口 昌代  中村 剛史 

保健福祉課           大橋 俊子 

 

１ はじめに 

 日本では 1948 年から梅毒の全数報告が開始さ

れ、現在は感染症法５類の全数把握対象疾患に

指定されている。近年、全国の報告数は増加し

2022 年 10 月時点で 10,000 例を超した。年代別

では男性 20 代～50代、女性 20 代が突出して増

加している。 

 梅毒は、梅毒トレポネーマによる細菌感染

で、主に性的接触により、口や性器などの粘膜

や皮膚から感染する。多数の相手と性的接触を

持つと感染する（または感染させる）リスクが

高まり、コンドームの適切な使用により感染リ

スクを減らすことができる。また、梅毒は早期

に発見することで、適切な治療により治癒が可

能で、早期検査が推奨されている１）。 

 栃木県内の保健所では、STS 法（RPR カード

法）と TP法（TPHA 法）を組み合わせて梅毒検査

を実施している。ただし、感染初期や既往、ま

た他疾患による偽陽性・偽陰性が一定の割合で

発生するため、受検者には事前・事後に十分な

説明を行っている（例えば、感染が疑われる出

来事から 12 週間以上経過してからの検査を勧め

ている）。また、無料・匿名検査として受検者の

利便性も高めている。 

県南保健所では週 1回の性感染症検査で、約

10 名程度の受検があり、さらに 6月と 12 月に夜

間検査（18 時～20時）を実施している。検査項

目は梅毒のほか、HIV、淋菌、クラミジアを実施

している。HIV・梅毒は即日結果を説明し、淋

菌・クラミジアについては１週間程度後に対面

で結果説明をしている。 

 本報告では、県南保健所における性感染症検

査における梅毒受検動向の特徴を明らかにする

ことを目的とする。 

２ 対象及び方法 

（１）研究デザインは記述統計である。 

（２）調査対象は 2019 年４月から 2022 年３月

までに、県南保健所の性感染症検査を受検した

者の検査記録とした。 

（３）方法は対象となる検査記録を後方視的に

調査した。検査記録の記載内容は、対象者の

性・年代、検査結果（RPR 法、TPHA 法）、受検理

由である。これらは匿名であり個人情報はな

い。 

３ 結果 

（１）性感染症検査実施件数および受検者数 

 県南保健所における性感染症の実施回数は 122

回であった。受検者数は延べ 1099 名、うち梅毒

検査を受検したのは 1079 名（98%）であった

（表１）。性別では女性 277 名（25%）、男性 822

名（75%）であった。年代別では 10歳代から 70

歳代以上まで幅広い年代の受検者があり、20 歳

代・30 歳代が多かった（図１）。 

 

表１ 県南保健所における性感染症検査実施回

数および受検者数 

年度 2019 2020 2021 2022 合計 

検査実

施回数 
50 26 24 22 122 

受検者

数 
559 193 177 170 1099 

うち梅

毒受検

者数 

544 

(97%) 

190 

(98%) 

175 

(99%) 

170 

(100%) 

1079 

(98%) 

受検者数は延べ人数である。 
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図１ 県南保健所における性感染症検査受検者

（性・年代別） 

 

表２ 県南保健所における梅毒検査陽性者数 

年度 2019 2020 2021 2022 合計 

RPR･ 

TPHA 法 

陽性 

4 

(0.7%) 

4 

(2.1%) 

2 

(1.1%) 

3 

(1.8%) 

13 

(1.2%) 

 

 

図２ 県南保健所における梅毒検査陽性者数

（性・年代別） 

 

（２）梅毒陽性者数 

RPR 法・TPHA 法陽性者数は 13名（梅毒受検者数

の 1.2%）であった（表２）。うち女性２名

（15%）、男性 11 名（85%）であった（図２）。

（３）受検理由 

梅毒受検者 1079 名中 32名から梅毒に関する不

安要素の記録があった（表３）。 

 

表３ 県南保健所における梅毒相談内容 

年度 2019 2020 2021 2022 

性交渉相手が 

梅毒陽性 
2 5 2 0 

梅毒既往あり 6 1 0 0 

風俗店利用 3 0 0 2 

梅毒様症状 1 0 1 0 

マスメディア報

道をみて心配に

なった 

1 1 0 6 

その他 1 1 0 1 

その他：性交渉相手が梅毒検査を受けていたか

ら、性交渉相手のさらに性交渉相手が梅毒陽性

だったから 

４ 考察 

 県南保健所で実施した性感染症検査のうち梅

毒の受検動向をまとめた。2020 年度からは新型

コロナウイルス感染症の影響を受け、県南保健

所でも性感染症検査を一部縮小・中止した。外

出自粛等の影響で潜在的な受検希望者のうち受

検自粛した者もあったことが想定される。これ

らが本調査期間の受検動向に影響を与えた可能

性はあるが、性感染症検査を実施したすべての

検査記録を調査対象としていることから、それ

なりの評価は可能と考える。 

 県南保健所における、性感染症検査実施回数

は 2019 年度と比較して 2020 年度以降はおよそ

半数に減り、その後も微減した。受検者数も同

様の傾向がある。 

 その一方で、栃木県感染症発生動向調査によ

ると、2019 年度から 2022 年度本県の梅毒届出数

は 400 件、うち県南保健所の梅毒届出数は 135

件で、いずれも増加傾向にある。 

 梅毒の発生が増加しているにも関わらず保健

所での受検者数が減少していることが明らかと

なった。 

 性感染症検査を希望する受検者の 98％は梅毒

検査を受検していた。また多くの受検者は、HIV

検査も同時に受検しているが、淋菌検査やクラ

ミジア検査は受検を勧奨しているものの、これ
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らは即日に結果が出ずに、後日結果説明のため

に再来所する必要があるため、受検者から敬遠

されがちである。梅毒のリスク行動がある場合

には他の性感染症のリスクにもつながるため、

受検時の面接において、包括的な性感染症対策

につながるように努めている。なお、匿名検査

であることから、県南保健所では郵送による結

果通知は行っていない。 

 年代別には、母子感染による先天梅毒を防ぐ

観点でも重要な年代で性活動の活発な 20～30 歳

代を中心に受検していた。また、少数ながら 10

歳代の受検もあり、若年者への感染の拡大が懸

念される。県南保健所では学校等への性教育の

機会を活用して、性の多様性、望まない妊娠の

予防に加え、性感染症予防の普及活動も実施し

ているが、様々な機会を利用してさらなる普及

啓発を図りたい。 

 相談内容からは、性交渉相手が梅毒陽性だっ

たことや、性風俗店の利用など不特定の相手と

の性交渉により、自身への感染が不安になり受

検するケースが多かった。全国的な梅毒流行を

マスメディアが取り上げたことをきっかけに受

検に結びついたケースが 2022 年度は多かった。

リスクコミュニケーションにおけるマスコミの

有用性が示唆される。 

また、性感染症検査をきっかけに、性暴力や

愛着障害等の精神保健のアウトリーチとなる可

能性もある。そのため、相談の聞き取りには保

健師が対応し、必要時には関係機関と連携して

対応するよう心がけている。 

 また、メディアで梅毒初期症状が一般に知ら

されることで、非特異的な湿疹のみを理由に梅

毒を含む性感染症検査を受検する者もあった。

こうした場合には県南保健所でのスクリーニン

グ検査を実施しているが、一般に有症状者には

医学的評価が必要なために、保健所での検査で

はなく、医療機関への受診勧奨を行っている。

保健所での検査には、無料・匿名といった利便

性はあるが、医学的な評価は十分できない特徴

を踏まえて、あらためて保健所での検査と医療

機関での検査の役割分担の考え方の整理も必要

である。今後も受検者の利便性の向上ととも

に、医療機関での検査と保健所の検査の特徴に

ついて周知に努めていきたい。 

利便性と同時に情報の取扱いには引き続き配

慮していきたい。匿名であることからかえって

本人確認に注意が必要である。検査は対面とし

て、所内検査会場では番号や本人が指定するイ

ニシャルで本人確認をしている。電話番号や住

所も聞き取りしていない。受検者から検査結果

を郵送や電話で教えてほしいという要望や、検

査結果の証明書を発行してほしいという要望を

受けることがあるが、現在のところ対応はせ

ず、検査結果の証明が必要な場合には、医療機

関での検査を勧めている。 

県南保健所で実施する性感染症検査におい

て、今後も、梅毒を含む性感染症を早期発見

し、陽性者自身に対しては早期治療による治癒

ないし治療の進行に伴う晩期合併症や母子感染

による先天梅毒の予防に努めたい。また、適切

な保健指導を同時に行うことで、梅毒のまん延

防止にも努めていきたい。 

５ まとめ 

 栃木県県南保健所で実施した過去４年間の性

感染症検査、とりわけ梅毒検査の受検動向を報

告した。梅毒の感染が拡大するなか、県南保健

所の梅毒検査受検者数は増加していなかった。 

 梅毒感染のリスクのある行動は HIV を含む性

感染症のリスクでもあり、性感染症検査を受け

ることは、望まない妊娠や性暴力の予防にもつ

ながる。梅毒対策は総合的な地域保健活動の一

環ととらえることができ、引き続き受検者の利

便性の向上の工夫をしていきたい。 

 2023 年 5 月に新型コロナウイルス感染症の感

染症法上の取扱いが変更され、新しい日常のな

かでさまざまな感染対策が取り組まれるが、梅

毒を含む性感染症対策としても基本的な感染対

策の普及啓発に引き続き取り組んでいきたい。 

《参考文献》 

１）性感染症に関する特定感染症予防指針（2018 年 1 月改正） 
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安足健康福祉センターにおけるHIV・性感染症検査についての考察 

栃木県安足健康福祉センター ○石川 京美、中村 杏那、渡邉 春奈、若林 知美、木村 なおみ 

              金子 亜樹、松本 有加、小野澤 典子、工藤 香織 

 栃木県県南健康福祉センター  中村 剛史 

 

１ はじめに 

栃木県では HIV 感染症及びその他の性感染症

のまん延防止のため、「後天性免疫不全症候群に

関する特定感染症予防指針」及び「性感染症に

関する特定感染症予防指針」に基づき、一般住

民に対する性感染症の知識の普及啓発を行いな

がら、相談や性感染症検査体制の充実を図って

いる。 

当センターにおいては、毎週火曜日午前に予

約制(定員４名)で検査を提供しており、検査項

目は HIV、梅毒の血液検査(即日検査)と性器クラ

ミジア、淋菌の尿検査(10 日後来所による結果報

告)を実施している。 

性感染症検査の項目のうち梅毒感染症につい

ては、1999 年の感染症法に基づく感染症発生動

向調査開始以降、2022 年の報告件数は過去最多

となり、栃木県においても過去最多となった。 

今回、当センターで実施した 2022 年度の

HIV・性感染症検査の受検者の傾向や検査結果に

ついて、問診票に基づいた考察を行うととも

に、2017～2019 年度の３年間と 2020～2022 年度

の３年間の受検者状況を比較した結果について

報告する。 

 

２ 対象者及び方法 

（１） 対象 

2017 年４月から 2023 年３月の間における当保

健所での性感染症検査受検者 774 名 

（２） 方法 

性感染症検査受検者が記載した問診票の記載

内容及び、HIV、梅毒、性器クラミジア、淋菌の

検査結果を集計し、分析と比較検討を行った。 

 

３ 結果【2022 年度の結果】 

（１） 実施回数 

 

実施回数は 32回で、うち２回は夜間検査とし 

て実施した。年度当初は毎週の開催を予定して

いたが、新型コロナウイルス感染症の流行によ

り約４ヶ月間検査を中止した(図 1)。 

 

（２） 検査実施件数 

必須項目である HIV の受検者は 72名、その他

の項目について梅毒は 72名(100％)、性器クラ

ミジアと淋菌は 50名(69％)が受検した。梅毒検

査の受検者割合を年度別で比較をすると 92～

98％を推移しているなかで 2018 年度と 2022 年

度が受検率 100％だった。 

2022 年度は新型コロナウイルス感染症の流行

により１番実施回数が少なかったものの、2022

年度の 1回あたりの検査希望の来所者 2.25 人と

件数を縮小させていたこと考慮しても１回あた

りの来所人数に差はない結果となった（2020 年

度 2.22 人、2021 年度 1.98 人）(表１)。 

（３） 性器クラミジア・淋菌の未受検理由 

未受検理由としては、理由不明を除いて「ク

ラミジアや淋菌にはかかっていないと思うか

ら」が最も多く、次いで「後日保健所に来る時

間がない」が多かった。 

（４） 性・年齢 

性別受検者のうち男性 54名(75％）、女性 18

名（25％）と男性の割合が高かった(図 2)。また

年齢別では、20 歳代が最も多く 20名(29％）、30

歳代 17 名(24％）、40 歳代 18名(26％)で、20～

40 歳代で全体の 79％を占めた(図３)。 
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性年代別で比較すると、男性では 40 歳代 15

名(29％）、女性では 20歳代８名(44％)が最も多

かった。男性は 20～40 歳代で受験者数に大きな

差はみられなかったが、 女性は 20歳代が突出

して多かった(図４)。 

 

 

 

（５） 所在地 

当センター管内 48名(67％)、管外４名

(５％)、その他県内３名(４％)、県外 17名

(24％)であった。管内のうち足利市は 28 名

(58％)、佐野市 20名(42％)だった。県外受検者

の内訳は、群馬県 11 名(69％）、埼玉県４名

(25％)、東京都１名(６％)の３都県で、隣接す

る群馬県からの希望者が多かった。 

（６） 受検のきっかけ 

性行為に関するものが 58名(79％)、その他が

15 名(21％)であった。性行為に関するもので

は、避妊具なしでの性行為や不特定多数の人と

の性行為によるものであった。梅毒流行のニュ

ースを見て希望したという受検者もみられた。 

（７） 検査を知ったきっかけ 

受検者の 80％がインターネットと回答してお

り、次いで友人・知人によるもの(7％)が多かっ

た。 

（８） 検査結果 

 検査結果が陽性であった者は、HIV０名、梅毒

３名、性器クラミジア６名、淋菌０名だった。 

陽性率は梅毒 4.2％、性器クラミジア 12％と増

加傾向となっており、当センターでは梅毒より

性器クラミジアの陽性率が高かった(表１)。 

 
 

４ 結果【2017～2019 年度、2020～2022 年度の

３年間の比較】 

 2017～2019 年度を A群、2020～2022 年度を B 

群として以下の項目について比較検討した。 

（１） 実施回数 

 実施回数についてはＡ群 157 回、Ｂ群 128 回

と大幅に減少した。Ｂ群については、新型コロ

ナウイルス感染症の流行に伴い、保健所業務の

業務継続計画に従い検査事業の縮小や一時休止

を行ったため 2020 年度以降 50回、46 回、32回

と実施回数を制限した(表２)。 

（２） 検査件数 

 １回あたりの受検者数の平均はＡ群 3.18 人、

Ｂ群 2.1 人だった。 

HIV 検査は必須項目で全員受検しているが、梅

毒検査はＡ群 490 名(98％)、Ｂ群 260 名

(95％）、性器クラミジア検査Ａ群 318 名

(64％)、Ｂ群 180 名(66％）、淋菌検査Ａ群 317

名(63％)、Ｂ群 179 名(65％)であった。年間実

施回数の減少に伴い、総検査件数も減少した。 

検査項目別受検者割合で比較すると、梅毒検

査のみＢ群が低かった(表２)。 

男性

75%

女性

25%

図２ 性別受検者割合

表１　実施回数、検査項目別受検者数、陽性者数と陽性率

年度
実施
回数
（回）

１回あた
りの受検
者数(人)

HIV
(人)

梅毒
(人)

性器ク
ラミジ
ア
(人)

淋菌
(人)

梅毒受
検割合
（％）

HIV 梅毒
性器
クラミジ
ア

淋菌

0.0 2.0 1.0 0.0
0.0 1.4 1.1 0.0
0.0 2.0 7.0 1.0
0.0 1.2 6.6 0.9
0.0 3.0 5.0 0.0
0.0 1.7 5.7 0.0
0.0 6.0 4.0 1.0
0.0 5.8 5.7 1.4
1.0 5.0 4.0 0.0
1.1 6.0 6.7 0.0
0.0 3.0 6.0 0.0
0.0 4.2 12.0 0.0

（上段：陽性者数（人）、下段：陽性率（％））
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（３） 性別・年齢 

 男性はＡ群 344 名(68.8％)、Ｂ群 195 名

(71％）、女性はＡ群 156 名(31.2％)、Ｂ群 79 名

(29％)だった。当センターでは両群とも女性よ

り男性の受検者数が多く、男女比の割合の差は

見られなかった(図５)。 

 
５ 考察【2022 年度の受検者の傾向】 

 梅毒は HIV と同一検体で検査が可能であり、

かつ即日検査のため受検率が高いと推測され

た。性器クラミジア・淋菌は即日検査ではなく

結果通知のため再来所が必要で、検査について

は尿検体を採取する必要があり、受検者に対し

て手間がかかることが受検者数が少ない要因の

一つであると推測される。 

 受検者数について、女性は男性の 1/3 であっ

た。性感染症に感染すると不妊の原因となるこ

とや、パートナーの検査も不可欠であることか

ら、女性の受検者数を増加させるために、女性

に対してより積極的に性感染症検査の周知を行

っていくことが必要と考える。 

 管外の受検者が多かった理由としては、新型

コロナウイルス感染症の対応で多くの保健所が

性感染症検査事業の実施を縮小または中止をし

ていたことにより、管外の検査希望者が検査を

実施している保健所を探して受検した可能性が

あることが推測される。  

 

６ 考察【Ａ群とＢ群の比較】 

検査件数については性器クラミジア・淋菌の

検査割合は減少することが予測されたが、１回

あたりの受検者数や各検査項目別割合では差は

なく、明らかな理由は見つけられなかった。 

実施回数は減少したが、梅毒と性器クラミジ

アの陽性率はＡ群に比べてＢ群は約２倍に増加

していることから、新型コロナウイルス感染症

に伴う外出自粛による受検控えの影響を考慮し

ても、性感染症のまん延を示しているものと推

測される。 

 

７ まとめ 

 今回の分析により、当センターにおける受検

者の受験理由や傾向等について把握することが

できた。受検のきっかけには、自らのハイリス

クな性行為への不安が多かった。受検者の不安

に寄り添いつつ、パートナーの受検勧奨や、安

全な性行動への行動変容につながるような説明

に努めていきたい。 

また保健所検査を知ったきっかけはインター

ネットが多かった。性生活が活発な若年層の利

用の多い SNS の活用等、周知活動のさらなる推

進が必要と考える。併せて今後も保健所ホーム

ページでの検査周知や、年２回実施している夜

間検査の周知活動を継続することが必要と考え

られた。 

そして新型コロナウイルス感染症の影響で感

染不安等を理由に受検を控えた希望者がいるこ

とが推測される。今後は受験希望者が全員検査

を受けられるように検査提供体制の充実と普及

啓発に力をいれていく。 

今回分析した結果を今後の性感染症等検査事

業に活かし、取り組んで行きたい。 

 

参考文献 

（１）保健所等における HIV 即日検査のガイド

ライン 第４版（平成 31年３月版） 

表２　Ａ群・Ｂ群の検査件数の比較

実施回数
（回）

１回あたりの
受検者数
（人）

HIV 梅毒
性器クラミ
ジア

淋菌 HIV 梅毒
性器クラ
ミジア

淋菌

500.0 490.0 318.0 317.0 0.0 7.0 13.0 1.0

100.0 98.0 64.0 63.0 0.0 1.4 4.1 0.3

274.0 260.0 180.0 179.0 1.0 14.0 14.0 1.0

100.0 95.0 66.0 65.0 0.3 5.4 7.8 1.5

（上段：人　下段：％） （上段：人　下段：％）

2.1

受検者数と受検割合 陽性者数と陽性率

B群

A群

128.0

157.0 3.2
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栃木県内で検出された SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）の分子疫学解析【第二報】 

○関川麻実 1) 水越文徳 1) 齋藤明日美 1) 若月章 2) 谷澤輝 2) 竿尾友恵 3) 青木均 4) 若林勇輝 1) 

渡邉裕子 1) 大山周子 2) 根本美香 1) 長谷充啓 2) 永木英徳 1) 石岡真緒 2) 髙梨弘幸 1) 

1)栃木県保健環境センター 2)宇都宮市衛生環境試験所 

3)宇都宮市保健所 4)栃木県県南健康福祉センター 

 

１ はじめに 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)は、2019

年 12 月に中国の武漢市で報告されて以来世界中

に拡大し、2023 年 5 月 8日現在、世界では約 7億

6522 万人が感染、約 700 万人が死亡しており、日

本でも感染者が約 3372 万人、死者は約 7 万 5 千

人にのぼる 1)。栃木県内でも感染者は約 42 万 8 千

人となっており、計算上、県民の 5人に 1人が感

染したことになる 2)。 

感染拡大が繰り返される要因のひとつに次々

と出現する変異株の存在があげられる。新型コロ

ナウイルス(SARS-CoV-2)はその塩基配列を変異

させることで、抗原性や病原性を変化させ進化を

続けているため、変異株の発生動向を監視するこ

とは、感染拡大防止のために必要不可欠な情報と

なる。そこで本発表では、栃木県内で検出され、

栃木県保健環境センターおよび宇都宮市衛生環

境試験所において全ゲノム解読した SARS-CoV-2

について、Lineage 分類、亜系統の推移について

検証し、分子疫学的に考察した。 

２ 材料と方法 

（１）検体 

 2021 年 5 月から 2023 年 4 月に宇都宮市を含む

栃木県内で採取され、SARS-CoV-2 が陽性となった

検体から無作為（一部は意図的）に選択し、次世

代型シークエンサーによる全ゲノム解読の対象

とした。 

（２）全ゲノム解読 

 新型コロナウイルスゲノム解読プロトコル-

Qiagen 社 QiaSEQ FX 編および Oxford Nanopore 

Mk1c & NEB 社 ARTIC SARS-CoV-2 Companion 

Kit(ONT)編 3)に従って全ゲノム解読を実施した。

得られた FASTQ データは、QIAGEN CLC Genomics 

workbench(Filgen, Inc.)や COVID-19 Genomic 

Surveillance Network in Japan(COG-JP)などを

使用し、SARS-CoV-2 の塩基配列を構築・決定した。

Read Depth や Coverage などを確認し、Quality の

低いデータを除外した。最終的な解析対象の数は、

5170 株となった。 

（３）Lineage および亜系統の分類 

 検体由来の SARS-CoV-2 ゲノム配列について、

Pangolin COVID-19 Lineage Assigner 

(pangolidata version v1.19)4)および Nextclade 

(version 2.14.1)5)の web tool5)で解析した。 

３ 結果 

解析対象の SARS-CoV-2 について、変異株の月

別推移を図と表に示す。 

5170 株のうち、Alpha 変異株が 239 株、Delta

変異株が 611 株、Omicron 変異株が 4273 株、その

他が 47 株であった。Omicron 変異株の内訳は、

BA.1 系統(21K)が 580 株、BA.2 系統(21L)が 514

株、BA.4 系統(22A)が 17 株、BA.5 系統、BF 系統

など(22B)が 2678株、BA.2.12.1 亜系統(22C)が 10

株、CH.1.1 亜系統、BA.2.75 亜系統など(22D)が

145 株、BQ.1 系統など(22E)が 278 株、その他 XBB

系統などが 51株となった。 

Alpha変異株は2021年5月の時点では主流であ

ったが、2021 年 5 月に Delta 変異株が初めて検出

されると、2021 年 8 月までの約 3ヶ月間で、Alpha

変異株と入れ替わるように主流となった。この時

期は日本国内で第5波が起きた時期と重なってお

り、栃木県内においても大規模な流行を引き起こ

し、そのほとんどが AY.29 亜系統であった。 

2021 年 12 月、Omicron 変異株の BA.1 系統が初

めて検出され、Delta 変異株との置き換わりが急

速に進み、わずか 1ヶ月あまりで感染の主流とな

り、第 6 波となった。亜系統としては BA.1.1 亜

系統が多くを占めていた。また、2022 年 1 月に
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BA.2 系統が初めて検出されたが、BA.1 系統から

の置き換わりは約3ヶ月をかけてゆっくりと進み、

亜系統は BA.2.3 系統が半数以上を占めた。その

後、2022 年 6月に BA.5 系統が検出され、BA.2 系

統からの置き換わりが約１ヶ月で急速に進み、第

7 波となって大きな感染拡大をもたらした。2022

年 10 月から 2023 年 2 月にかけての第 8 波では、

これまでの主流である BA.5 系統に加え、BA.2.75

亜系統や BQ.1 系統なども検出された。これまで

の流行では単一の系統が多数を占めていたのに

対して、第 8 波は複数の系統で構成されている特

徴を有していた。 

４ 考察 

新たな変異株の出現が大流行を引き起こす要

因となることが示唆された。そのため、栃木県内

で検出された株について、全ゲノム解読により動

向を把握しておくことは極めて重要である。 

現在(5 月中旬)、栃木県内では BA.5 系統が減少

し、recombinant の XBB 系統が増加傾向にある。

XBB 系統とその亜系統のうち、XBB 系統と XBB.1.5

系統においては中和抗体からの免疫逃避が起こ

る可能性について、BA.5 系統よりも高いとされて

おり、ワクチンによる感染予防効果が低下する可

能性が示唆されている 6)。こうした背景がある中、

ハイリスク者以外はワクチン接種が年1回となる

ため、今後はより一層、流行状況に注視していく

必要がある。 

また、5 類感染症への位置づけ変更に伴い、様々

な制限が緩和された上、全数把握ではなく定点医

療機関からの報告となるため、感染状況について

正確に把握することが難しくなる。変異株の発生

動向に加え、様々な手法を組み合わせた重層的な

サーベイランスが必要になると思われる。 

５ 参考文献 

1)COVID-19 Dashboard (https://covid19.who.i

nt/) Accessed at 19th May 2023. 

2) 栃木県における新型コロナウイルス感染症の

発生状況および検査状況について(https://www.

pref.tochigi.lg.jp/e04/welfare/hoken-eisei/

kansen/hp/coronakensahasseijyoukyou.html) A

ccessed at 19th May 2023. 

3)新型コロナウイルスゲノム解読プロトコル Qi

agen 社 QiaSEQ FX 編、Oxford Nanopore Mk1c&NE

B 社 ARTIC SARS-CoV-2 Companion Kit(ONT)編 

(国立感染症研究所病原体検出マニュアル) 

4) Pangolin COVID-19 Lineage Assigner(http

s://pangolin.cog-uk.io/) 

5) Nextclade (https://clades.nextstrain.org

/) 

6) 感染・伝播性の増加や抗原性の変化が懸念さ

れる 新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の変異株

について （第 27 報）国立感染症研究所 

 

図 栃木県内における変異株の推移と感染患者報告数（月毎） 
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表 栃木県内における変異株とその亜型の推移（月毎） 
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栃木県内で検出されたエンテロウイルスの分子疫学 

栃木県保健環境センター   ○齋藤明日美、水越文徳、関川麻実、若林勇輝、 

渡邉裕子、根本美香、永木英徳 

 

１ はじめに 

エンテロウイルス感染症は小児を中心に毎年

夏季に流行し、その血清型は年ごとに変動する。

疾患名は臨床症状により手足口病、ヘルパンギー

ナ、無菌性髄膜炎等と多岐にわたる。中枢神経症

状を呈し、重症化する頻度の高い血清型もあるこ

とから、エンテロウイルスの検査において流行初

期に血清型を把握することは、その後の流行への

注意喚起のために重要である。 

エンテロウイルスはピコルナウイルス科エン

テロウイルス属に属するエンベロープのない1本

鎖 RNA ウイルスである。ウイルス粒子は、一本鎖

ゲノム RNA を中心として 4種類のカプシド蛋白質 

（VP1～ VP4） が規則正しく配置された正二十面

体構造をとり、弱酸性条件下、有機溶媒存在下、

凍結融解等、さまざまな物理的条件において比較

的安定なウイルスである。カプシド蛋白質のうち

VP1、VP2、および VP3 はウイルス粒子上に位置し

ており、ウイルス抗原性および受容体との結合に

関与している。 

エンテロウイルスの血清型の同定には遺伝子

検査が広く使われており、VP4-VP2 領域や VP1 領

域を増幅する PCR 法が多用されている。当センタ

ーでは VP4-VP2 領域を標的とした PCRを行ってき

たが、中和抗原性に関与する VP1 領域の塩基配列

を用いた解析は実施していない。 

エンテロウイルスの VP1領域を高感度に増幅す

る方法として Consensus-degenerate hybrid 

oligonucleotide primer VP1 RT-snPCR 法

（CODEHOP 法）1)がある。この方法は、多様性が高

く血清型との関連性の高い VP1領域を増幅するた

め塩基配列からの血清型類推が容易であること、

semi-nested RT-PCR であるため検出感度が高い

こと、などという長所がある。 

この度、当センターにおいて、CODEHOP 法を新

たに立ち上げ、過去に VP4-VP2 領域の解析でエン

テロウイルスが検出されたサンプルについて解

析を行った。また、得られた VP1 領域の配列から

分子疫学解析を行ったので報告する。 

２ 材料と方法 

（１）材料 

2016 年度～2019 年度に栃木県感染症発生動向

調査事業で搬入された 143 検体(診断名「手足口

病」91検体、「ヘルパンギーナ」52 検体) のうち、

VP4-VP2 領域の解析によりエンテロウイルスが検

出された 94 検体(診断名「手足口病」72検体、「ヘ

ルパンギーナ」22 検体)を対象とした。その血清

型の内訳は表 1の「検体数」に示したとおりであ

る。 

（２）CODEHOP 法による VP1 遺伝子の増幅とダイ

レクトシークエンス法による血清型の類推 

 咽頭ぬぐい液などの検体から RNA を抽出し、手

足口病病原体検出マニュアル（令和 5 年 1 月）2)

に従って CODEHOP 法の原法を実施した。また、同

法において 2nd PCR が陽性となった検体をダイレ

クトシークエンス法により塩基配列を解読した。

得られた塩基配列は、Enterovirus Genotyping 

Tool(https://www.rivm.nl/mpf/typingtool/ent

erovirus/)を用いて血清型を類推した。 

（３）分子疫学解析 

検出されたウイルス株間の関係を解析するた

め、コクサッキーウイルス（CV）-A6、エンテロウ

イルス（EV）-A71、CV-A16 について、解読した塩

基配列をもとに Molecular Evolutionary 

 Genetics Analysis version 7(MEGA7)を用いて

最尤法（Maximum likelihood method; ML 法）の

系統樹を作成した。 

３ 結果 

（１）CODEHOP 法の原法 

CODEHOP 法の原法における 1st PCR、2nd PCR の

結果を表1に示した。1st PCR の陽性率は5.3 ％、

2nd PCR の陽性率は 95.7％であった。ダイレクト

シークエンス法において血清型を類推できた検

体は 94 検体中 81 検体であった。表 1には示して

いないが、血清型が類推できた検体の血清型はす
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べて VP4-VP2 領域における結果と一致した。CV-

A2、CV-A5、CV-A6、CV-A10、CV-A16 は、ほぼ全て

の検体で血清型の類推が可能であったのに対し、

CV-A4 および EV-A71 は 50％であった。 

 

表 1 CODEHOP 法の原法の PCR 陽性率とダイレクト

シークエンス法による血清型類推結果 

 検体数 
1st PCR 

陽性(%) 

2nd PCR 

陽性(%) 

血清型 

類推(%) 

CV-A2 2 0 (0) 2(100) 2(100) 

CV-A4 8 4(50) 8(100) 4(50) 

CV-A5 1 0 (0) 1(100) 1(100) 

CV-A6 48 0 (0) 48(100) 46(95.8) 

CV-A9 1 0 (0) 1(100) 0 (0) 

CV-A10 13 1(7.7) 13(100) 13(100) 

CV-A16 9 0 (0) 9(100) 9(100) 

EV-A71 12 0 (0) 8(66.7) 6(50) 

計 94 5(5.3) 90(95.7) 81(86.2) 

 

（２）分子疫学解析 

CV-A6、CV-A16、EV-E71 の系統樹を図 1 に示し

た。CV-A6 では 2016、2017、2019 年度に検出され

た株は年度ごとに異なるクラスターを形成し、ま

た、同じ検出年度内でもそれぞれ 2つのパターン

を示した。CV-A16 では、2016 年度、2018 年度は

異なった場所にクラスターを形成し、CV-A6 と同

様に、同一検出年度内においても異なる 2パター

ンを示した。EV-A71 では、2017 年、2018 年度の

検出株は異なったクラスターに位置した。 

４ 考察 

CODEHOP 法の原法の PCR とダイレクトシークエ

ンス法による血清型類推の結果、CV-A4およびEV-

E71 では血清型が類推できた検体が 50％であり、

今後、PCR 試薬や反応条件、プライマー設計につ

いて検討する必要がある。 

系統樹解析の結果、同じ血清型でも検出年度に

より異なった場所にクラスターを形成する場合

があり、エンテロウイルスに感染してもその後、

同じ血清型のウイルスに再度感染する可能性が

あることが示された。 

 今回、解析数の約半数を占めた CV-A6 は、48検

体中、47 検体が手足口病患者から検出されている。

CV-A6 はヘルパンギーナ患者から主に検出される

ウイルスであったが、2008 年以降、東南アジアで

手足口病の患者から検出されるようになった。日

本では 2009 年以降に検出され、2011 年に全国的

大規模流行を引き起こした。そしてその後、2 年

おきに発生した手足口病の大流行において主要

な原因ウイルスとなった。CV-A6 の臨床的特徴は

高熱、広範な発疹、爪甲脱落症等であり、一般的

な手足口病とは異なっている 3)。また、神奈川県

における CV-A6 の系統樹解析では、2009 年以前の

ヘルパンギーナからの検出株と 2009 年～2017 年

の手足口病からの検出株は異なるクラスターを

形成することが報告されている 4)。このように、

エンテロウイルスは同じ血清型であっても異な

る症状を示すことがあるため、エンテロウイルス

の検査には、血清型の類推だけでなく、系統樹解

析も行うことが重要である。 

 手足口病は、新型コロナウイルス感染症の流行

がはじまった 2020 年以降は報告数が減っていた

ものの、2022 年は報告数が増加した。また、ヘル

パンギーナの流行は、2020 年～2022 年では小規

模であったが、2023 年第 10 週以降、定点あたり

報告数の増加が続いている。しかし、2020 年度以

降、新型コロナウイルス流行等の影響により、当

センターには手足口病とヘルパンギーナの検体

が搬入されておらず、流行しているエンテロウイ

ルスの血清型を把握できていない。今後は、サー

ベランスの重要性を周知し、県内から広く検体を

収集する必要がある。 

(参考文献) 
1) Oberste MS, Maher K, Kilpatrick DR, Pall
ansch MA. Molecular evolution of the human 
enteroviruses: correlation of serotype with
 VP1 sequence and application to picornavir
us classification.J.Virol.73:1941-1948,1999 
2)手足口病 病原体検出マニュアル,国立感染症
研究所病原体検出マニュアル 
3) 2013 および 2017 年におけるコクサッキーウ
イルス A6型による手足口病患者の臨床的・疫学
的観察,国立感染症研究所 IASR Vol.38p.198-19
9:2017 年 10 月号 
4) 手足口病およびヘルパンギーナ患者の発生動
向とエンテロウイルス検出状況-神奈川県, 国立
感染症研究所 IASR Vol.38p.193-195:2017 年 10
月
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図 1. CV-A6、CV-A16、EV-E71のML 法による系統樹解析（太文字の検体が今回の解析検体）  

（１）CV-A6 

    VP1 gene (301nt:2587nt-2887nt) 
      Maximum Likelihood method 
         Kimura 2-parameter model  + Invariant sites 

            Bootstrap test （1000 replicates） 

（３）EV-A71 

    VP1 gene (249nt:2597nt-2876nt) 
      Maximum Likelihood method 
         Kimura 2-parameter model  + Invariant sites 

            Bootstrap test （1000 replicates） 

（２）CV-A16 

    VP1 gene (272nt:2605nt-2876nt) 
      Maximum Likelihood method 
         Kimura 2-parameter model  + Invariant sites 

            Bootstrap test （1000 replicates） 
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人生 100 年フレイル予防プロジェクト 

－各関係機関や団体等と連携したフレイル予防対策の推進－ 

 栃木県保健福祉部健康増進課 池内寛子 江連由華 稲葉真里永 服部貴子 広野紘展 須田聡 

青山通昭 鈴木正大 

 栃木県保健福祉部高齢対策課 阿久津綠 栃木県農政部農政課 高原祐樹 

栃木県保健福祉部国保医療課 栃木県後期高齢者医療広域連合  

栃木県食生活改善推進員協議会 栃木県栄養士会 

 

１．はじめに 

国は「健康長寿延伸プラン」において、2040 年

までに健康寿命を男女ともに３年以上延伸し、75

歳以上とすることを目標に掲げ、これらを達成す

るための取組として、① 次世代を含めたすべての

人の健やかな生活習慣形成、② 疾病予防・重症化

予防、③ 介護予防・フレイル対策、認知症予防の

3 分野の取組を推進している。このことから、本

県では、健康増進課、国保医療課、高齢対策課と

連携し、介護予防・フレイル対策を推進するため

に令和２年度から県の重点プロジェクトに｢人生

100 年フレイル予防プロジェクト｣を位置づけ、事

業を実施している。 

本学会では、市町の高齢者の保健事業と介護予

防の一体的な実施（以下｢一体的実施｣という。）や

市町等の関係機関との連携強化、職能団体等と連

携した人材育成、県民ひとりひとりのフレイル予

防の取組促進等、県全体のフレイル対策の基盤整

備事業について報告する。 

 

２．目的 

庁内関係課、栃木県後期高齢者医療広域連合(以

下｢広域連合｣という。)、市町、職能団体等と連携

し、令和６年度までに県内市町の全てが一体的実

施に取り組めるよう支援する。また、県民自らが

フレイル予防に取り組めるよう環境を整備する。 

 

３．方法 

目的を達成するために、表１のとおり、PDCA サ

イクルに基づく事業を企画・立案し、各年度の取

り組みを実施・評価する。 

[令和２年度～令和４年度] 

市町がフレイル予防対策に取り組めるよう専門

的技術的な支援、広域的な連携・調整や体制づく

りを行うほか、県全体のデータの集積・評価、健

康課題の俯瞰的な把握、好事例の横展開、高齢者

の社会参加の支援、県民のフレイルの認知度向上

に係る啓発等の事業に取り組む。 

[令和５年度以降] 

高齢対策課や保健所、市町、広域連合等と連携

し、地域の住民リーダーや住民とともにフレイル

予防を行う環境づくりに取り組む。 

 

４．結果 

(１)事業の取り組み 

一部、コロナ禍の影響を受けた事業はあるが、

一定量の質を担保した事業を計画的に実施するこ

とができた。 

①地域の連携体制構築 

 庁内関係課の連携では、一体的実施の目的や現

在の地域課題を共有し、それぞれの事業をスター

トさせた。広域連合や職能団体等の各関係機関と

の連携では、人材育成研修プログラムの検討や指

導資材作成に係る協力を得るなど、支援体制の構

築ができた。保健所や市町の連携では、保健所単

位のフレイル・低栄養予防の推進を図るために情

報を共有する場を設定し、一体的実施の推進に係

る課題や効果的な社会資源の活用などの取組を共

有し、市町間の格差縮小に務めた。 

②データ活用による地域高齢者の健康課題の把握 

 (地域の実態分析) 

 平成 28年度県民健康・栄養調査や KDB システム

を活用し、フレイル予防や介護予防に関連した分

析を行った。啓発資材には、加齢による対策(栄

養・運動・社会参加・口腔機能)や生活習慣病重症

化予防、介護に関連する医療費分析などの情報を
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指導資材に加え、フレイル予防が健康寿命の延伸

を図るための身近な健康づくりであることを意識

づけた。 

③啓発事業 

 フレイルの認知度向上のために、マスメディア

を活用した啓発やバス広告、２月は企業等と連携

したキャンペーンを実施した。また、楽しくフレ

イル予防に取り組むために作製した「ウィズまご

ダンス（高齢対策課作成）」等の啓発を行った。プ

ロジェクト参加団体数も年々増えており、認知度

向上に貢献している。 

④人材育成 

（専門職の養成） 

管理栄養士、リハビリテーション専門職、歯科

衛生士等を対象としたフレイル予防研修会を実施

し、とちぎフレイル予防アドバイザー（以下「ア

ドバイザー」という。」として、地域の保健事業や

介護予防を担う人材を養成した。受講者について

は、地域ごとの養成ができるように職能団体と連

携し、市町と地域の専門職との顔の見える関係づ

くりに取り組んだ。また、これらの人材リストを

作成し、市町等に提供した。とちぎオーラルフレ

イルアドバイザーは、令和３年度から養成し、口

腔の衰えに係る予防を行っている。 

（住民リーダーの養成） 

栃木県食生活改善推進員協議会(以下｢食改｣と

いう。)と連携し、地域のフレイル対策を推進する

ために住民リーダーとしてとちぎフレイル予防サ

ポーター（以下「サポーター」という。）を養成し

た。プロジェクト開始当初は、県が主体となって

食改会員を対象に養成したが、令和４年度からは、

食改自身が一般住民を対象にした食改版とちぎフ

レイル予防サポーターの養成にも着手した。地域

の保健従事者の活動はマンパワー的にも限界があ

るが、常に地域に根差した活動を行っている食改

の取組により、地域のフレイル対策が広く啓発さ

れている。 

（指導資材の作成） 

 フレイル予防の目標や指導内容などを標準化し、

地域格差を縮小するために、専門職用、住民リー

ダー用、住民用の指導資材を作成した。市町を始

め、食改や職能団体等にも活用されており、フレ

イル予防の基本である栄養・運動・社会参加・口

腔機能に係る標準的な指導を推進できている。令

和４年度は、多職種連携推進会議等により、新た

な課題として、高齢者の健診受診率が低いことや、

糖尿病・CKD（慢性腎不全）の重症化予防対策が挙

げられた。これらのことから、健診受診率の向上

や糖尿病・CKD の検査値の見方などを加えた住民

用の資料を作成した。 

（低栄養・フレイル評価票の作成） 

 広域連合が実施したフレイル対策保健事業(低

栄養に係る相談・指導事業)の実施結果により、低

栄養・フレイルの進行には、加齢によるものの他

にがんや糖尿病、CKD 等の生活習慣病や摂食障害

等の個別性の高い疾病が影響していることが明ら

かになった。また、高齢者の多くは認知機能の低

下や精神面に虚弱な部分があり、保健指導の評価

が難しく、低栄養やフレイルだけでなく複合的な

スクリーニングやその基準等が必要であることか

ら、広域連合や県栄養士会と連携して、評価票の

作成を行った。活用に当たっては、フレイル予防

に係る優先度の高い課題の抽出や標準的な指導・

評価、情報共有体制等につながる効果的な保健指

導のあり方を検討することができた。 

⑤住民主体のフレイル対策 

低栄養・フレイル予防、口腔機能改善に係る保

健事業の人材不足に苦慮している市町には、アド

バイザーやサポーターを活用した事業を提案し、

フレイル対策の地域格差の縮小を目指した。また、

事業企画や評価等は、多職種連携推進会議にフィ

ードバックし、PDCA サイクルに基づく持続可能な

取組を継続した。 

 

５．事業の効果 

表２のとおり、令和２年度の一体的実施実施市

町数は６市町であったが、令和５年度は全市町で

予定されており、当初の目標を達成することがで

きた。 

また、アドバイザーやサポーターの活用も進ん

でおり、令和４年度現在では 11市町で活用されて

いる。さらには、日頃から地域で草の根的な活動
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に取り組んでいる食改の協力により、サポーター

も増加している。 

 

６．令和５年度以降の取組 

 令和５年度は、食改が住民主体の取組を促進す

るために、地域住民とともにフレイル予防を行う

ための手順書等を作成する。また、高齢者の低栄

養の課題として挙げられたがん、糖尿病、CKD、摂

食嚥下障害等による低栄養予防については、県栄

養士会と連携して、支援者用資材を作成する。そ

の他、令和４年度に作成したフレイル評価票は、

保健事業等で長期的かつ継続的に評価できる標準

的な保健指導の促進を図るため、ICT 等の技術を

活用した情報収集や情報共有体制を検討する予定

である。 

 

７．まとめ 

今後は、地区組織活動の強化や職能団体や民間

企業等と連携の下、住民リーダーを中心とした住

民主体のフレイル対策を積極的に進め、県民の健

康寿命延伸を図る。 

 

（表１）人生 100 年フレイル予防プロジェクト事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（表２）人生 100 年フレイル予防プロジェクト取組状況 

 

 

 

 

 

主な内容

　　　　　実施主体：　　健康増進課実施　　　　　　　広域健康福祉センター実施 R2 R3 R4 R5

2 ＫＤＢ及び平成28年度の県民健康・栄養調査結果から栃木県の高齢者の実態を把握

①栄養・運動・社会参加・口腔機能に係るフレイル予防啓発

②HPを活用したウイズまごダンスの啓発(高齢対策課)

各職能団体の取組 ・各職能団体等と連携した資材作成や資材提供、啓発活動

・食品関連事業者やスーパー等と連携した啓発活動

・バス、新聞広告、テレビ放送、ラジオ放送等を通じた啓発活動

①低栄養・フレイル予防に係る専門職(とちぎフレイル予防アドバイザー）の育成

②人材リストの提供（市町等）

③フォローアップ研修　　※①～③高齢対策課と連携

④とちぎオーラルフレイル予防アドバイザーの養成

①とちぎフレイル予防サポーターの養成(食改や一般住民を対象に県が養成）※高齢対策課と連携

②食改版とちぎフレイル予防サポーターの養成(一般住民を対象に食改が養成)

①標準的な保健指導資材の作成(フレイル全般、がん・糖尿病・摂食障害・摂食嚥下障害等）

②低栄養・フレイル評価票の作成・電子化

①住民リーダー用の指導資材の作成(フレイル全般、糖尿病・CKD重症化予防）

②住民リーダー用の活用ガイド作成

①フレイル全般の資料作成

②高齢者の健診受診率向上・糖尿病・CKD重症化予防資料作成

①介護予防に係る地域の住民リーダーを活用した介護予防事業を実施(高齢対策課主体）

②全国組織である食改を住民リーダーとして、草の根活動を実施(健康増進課主体）

※とちぎフレイル予防アドバイザーやサポーターと地域住民が一体となった事業を実施

③低栄養・フレイルポピュレーションアプローチ資材の電子化

事業区分

年次

1 地域の連携体制構築
・医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、栄養士会、リハビリ専門職協会、歯科衛生士会、ケアマネ
ジャー協会、広域連合、市町等との情報共有体制の構築

地域の実態分析

3 啓発事業

県の取組

企業と連携した取組

媒体

専門職

住民ﾘｰﾀﾞｰ

対象者

5
住民主体の
フレイル対

策

地区人材育成・地区
組織活動

4
人材
育成

養成

専門職

住民ﾘｰﾀﾞｰ

令和２ 令和３ 令和４ 令和５

①高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施市町数 6 14 23 25予定

②人生100年フレイル予防プロジェクト参加団体数 334 406 432 －

③とちぎフレイル予防アドバイザー 専門職 146 239

④とちぎオーラルフレイル予防アドバイザー 専門職 76 85 －

食生活改善推進員(ボランティア団体） 197 302 699 －

一般県民 99 －

⑥とちぎフレイル予防アドバイザー及びサポーターを活用した健康づくり事業実施市町数 5 11 －

※①～④は累計とする

⑤とちぎフレイル予防サポーター


